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株式会社 Brace への出資に関するお知らせ 

 

当社は 2025 年 6 月 19 日開催の取締役会において、歯科矯正治療のオンライン診療サポート並

びに歯科矯正オンラインカルテの提供等を行う株式会社 Brace（ブレイス、本社：東京都渋谷区、

代表取締役 吉住淳）へ出資することを決議しましたのでお知らせいたします。 

 

 

１．出資の背景 

 株式会社 Brace（以下 Brace）は、歯科矯正治療におけるリモート環境を活用したサービスやソ

フトウェアツール開発等を展開することにより、業務をよりシンプルにして生産性を上げ、患者様

への治療クオリティー向上や治療コストの削減等をコンセプトとして 2021 年に立ち上げたスター

トアップ企業であります。代表取締役の吉住淳氏は歯科矯正医師であり、歯科矯正に係るオペレー

ションや業界を熟知されております。 

 

 昨今歯科医院について、過当競争や虫歯治療の減少傾向、更には人手不足と高齢化により、医院

の倒産や休廃業等を余儀なくされているとも言われており、安定した収益を求めて保険診療に頼ら

ない歯科矯正治療等の自由診療を強化する歯科医院が増加している傾向にあります。厚生労働省：

令和 5 年医療施設調査によりますと、歯科診療所の施設数は 66,818 施設（令和 2 年比較 1,056 施

設減）とされており、一方矯正歯科診療所につきましては、矯正専門の診療所を含めて 26,194 施

設（令和 2 年比較 739 施設増）となっておりますが、矯正治療が可能な歯科医師は僅少であると考

えられております。 

  

 Brace の主力事業である矯正治療オンラインサポート「SMILE ACCESS（スマイルアクセス）」

事業について、歯科矯正臨床経験の比較的浅い歯科医院・歯科医を対象とし、経験豊富な矯正歯科

医と衛生士のチームによりオンラインをベースとしてサポートするものであり、日本全国をカバー

できかつ歯科矯正運営から臨床まですべてを支える事業として好評を博しています。治療サポート

範囲として、小児から大人の矯正までカバーし、人気の高いマウスピース型矯正や技術的に高度な

ワイヤー・ブラケット矯正まで対応しております。 



 当社は、昨年 8 月より同社が提供するサービス「矯正歯科専門電子カルテ b-align（ビー・アラ

イン）」と矯正歯科技工物指示書（歯科医が技工所へ提出する患者個々のカスタムメイド用指示書）

をデジタルで管理する機能で連携、同社と業務提携を継続しておりますが、今後において Brace と

の業務における連携を更に強固なものとし、同社がオンラインでサポートする矯正装置の提供等を

行ってまいります。また同社の得意とする IT 技術の知見も活用、矯正の DX 化を更に推し進める

べく、同社へ５百万円の出資について決議いたしました。 

 

２．出資先の概要 

(1) 名 称 株式会社 Brace（ブレイス） 

(2) 事 業 内 容 矯正歯科医診療・業務サポート、医療サービス企画・開発・運営 

(3) 本店所在地 東京都渋谷区代官山町 20 番 23 号 Forestgate Daikanyama MAIN 棟 3F  

(4) 代 表 者 代表取締役 吉住 淳 

(5) 設 立 2021 年 8 月 

(6) 資 本 金 32,000 千円 

(7) U R L https://brace-Itd.com 

https://note.com/good_cosmos625 

 

３．出資先のサービス概要 

  (1) 矯正治療オンラインサポート「SMILE ACCESS（スマイルアクセス）」 

  一般歯科医による矯正治療を、矯正専門の医師によるオンラインサポートサービス 

  ・矯正歯科医が治療計画を立案 

  ・オンラインで治療経過のモニタリング 

  ・専用ソフトウェアで治療のディレクション 

 (2) 矯正歯科オンラインカルテ「b-align（ビー・アライン）」 

  オンライン電子カルテとクラウド業務支援システムのトータルサービス 

  矯正歯科医及びスタッフの業務効率化と確実な診療を支援 

 

４．今後の見通し 

本件による 2025 年 6 月期業績への影響はありません。 

今後において開示すべき事項が発生した場合には、速やかに開示しお知らせいたします。 

 

以 上 


